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小鹿野町クライミングパーク神怡舘指定管理者募集要項

１ 指定管理者選考の目的

地方自治法の改正により、公の施設に係る管理の対象を民間事業者等にまで範囲を

広げた「指定管理者制度」が導入されたことに伴い、民間の能力やノウハウを活用し

ながら、住民サービスの向上や行政コストの削減等に努め、施設の効果的な管理運営

を図ることを目的とする。

２ 対象施設の概要

（１）名称

小鹿野町クライミングパーク神怡舘

（２）所在地

小鹿野町両神薄２２４５番地

（３）施設概要

（建物）

鉄筋コンクリート造 １階建て

床面積 １，１００．４９㎡

（工作物）

給水施設、排水施設、暖房施設、冷房施設、通風装置、消火装置、浄化装置、通

信装置、変電装置、放送装置、雑工作物（避雷設備）、照明装置（外灯）

（駐車場）

普通車用１６台、軽自動車用１台、身障者用１台

（４）小鹿野町クライミングパーク神怡舘の利用状況

※ 令和２年度の営業については、令和２年７月からの営業開始となっている。

※ 令和７年４月１日より、利用料金改定を行いました。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

総入館者数 ６，６４１人 ９，９３６人 １０，１５４人 ７，９１２人

町民利用者数 ３，９２０人 ４，４２３人 ４，８９０人 ３，０３８人

町外利用者数 ２，７２１人 ５，５１３人 ５，２６４人 ４，８７４人

令和６年度 令和７年度

総入館者数 ６，３３０人 ４，８１２人

町民利用者数 １，８８７人 １，０２４人

町外利用者数 ４，４４３人 ３，７８８人
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（５）小鹿野町クライミングパーク神怡舘の収支決算額

（単位：円）

※ 令和３年度までは神怡舘内で町職員も勤務していたが、令和４年度からは委託

職員のみとなったため、その分の委託料（人件費）が増加している。

※ 令和６年度は業務用掃除機を２台購入、館内のエアコン改修を行ったため、そ

の分の支出（備品購入費・工事費）が増加している。

※ 令和７年度は委託料（人件費）と施設利用料の見直し、前年度のエアコン改修

による燃料費の削減、収支差額のマイナス部分を大幅に圧縮することに成功した。

３ 指定管理者が行う業務の範囲

（１）小鹿野町クライミングパーク神怡舘（以下「神怡舘」という。）の維持及び管理に

関すること。

（２）次に掲げる事業の計画及び実施に関すること。

ア クライミング競技の普及に関すること。

イ 山岳観光情報及び地域情報の発信に関すること。

ウ 町民及び来訪者の交流・利用の促進に関すること。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

報償費 ３０，４００ ０ ５，０００ ０

需用費（光熱水費等） １，８７９，７１８ ３，３６４，１１６ ４，６７０，３１０ ４，８６３，１３８

役務費（通信運搬費等） ２４８，７８５ ２６６，１８６ ２８０，５１６ ２７４，４９１

委託料（人件費含む） １０，２８９，５１１ １０，７７７，７６３ ２０，０９６，４２０ ２１，６５１，６８９

使用料及び賃借料 ２９１，８０７ ２５６，０８０ ２６１，０９０ ２５０，３８３

備品購入費 ０ ０ ０ ０

工事費 ０ ０ ０ ０

支出合計 １２，７４０，２２１ １４，６６４，１４５ ２５，３１３，３３６ ２７，０３９，７０１

収入合計（施設利用料） ３，００４，７５０ ４，７０８，４００ ４，７７９，８６２ ４，５９６，０００

収支差額 －９，７３５，４７１ －９，９５５，７４５ －２０，５３３，４７４ －２２，４４３，７０１

令和６年度 令和７年度

報償費 ０ ０

需用費（光熱水費等） ４，０９８，１７０ ３，２５４，９１２

役務費（通信運搬費等） ２８９，７１４ ２９０，８６０

委託料（人件費含む） ２１，７０２，４２０ １５，４６１，７６０

使用料及び賃借料 ２５９，７８８ ２４８，９００

備品購入費 ６５，５６０ ０

工事費 ６，１６６，０３９ ０

支出合計 ３２，５８１，６９１ １９，２５６，４３２

収入合計（施設利用料） ４，８６４，５００ ５，７７１，０００

収支差額 －２７，７１７，１９１ －１３，４８５，４３２
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エ 地域の学校行事や部活動等における利用促進に関すること。

オ 定期的な集客イベントの開催に関すること。

カ 現職員の雇用の維持に務めること。

キ 前各号に掲げるもののほか、神怡舘運営に関し必要な事業に関すること。

（３）神怡舘の利用許可等に関すること。

（４）利用料金の収受に関すること。

（５）その他町長が特に必要と認めること。

※ 業務内容に関する細目的事項は、協議の上、協定で定める。

※ 指定管理業務に関する仕様は、資料１「指定管理業務に係る仕様書」を参照す

ること。

４ 管理の基準

（１）休業日

施設の休業日は、以下の表１のとおりとする。ただし、指定管理者が必要と認める

ときは、町長の承認を得て臨時に休業することができる。

表１

（２）営業時間

営業時間は、以下の表２のとおりとする。ただし、町長の承認を得てこれを変更

又は臨時に営業することができる。

表２

（３）利用許可

神怡舘を利用しようとする者は、あらかじめ指定管理者の許可を受けなければな

らない。

（４）利用等の制限

指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該許可に係る

利用の条件を変更し、若しくは利用を取り消すことができる。

ア 小鹿野町クライミングパーク神怡舘条例（以下「条例」という。）又は条例に

基づく規則に違反したとき。

施設名 休業日

小鹿野町クライミングパーク神怡舘

毎月の毎週火曜日を休館日とする。た

だし、火曜日が国民の祝日に関する法律

（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日に当たるときは、その日の後にお

いてその日に最も近い同法に規定する

休日でない日とする。

施設名 開館時間

小鹿野町クライミングパーク神怡舘

（平日）

午後１時から午後９時まで

（土･日･祝日）

午前１０時から午後７時まで



4

イ その他管理上特に必要があるとき。

５ 指定期間

指定管理の期間は、令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までの３年間とす

る。

６ 管理に要する経費

（１）利用料金の設定

施設の利用料金は、指定管理者の収入とする。

利用料金は、条例に定める額を上限として指定管理者が定めた額とする。

※小鹿野町クライミングパーク神怡舘条例第１５条第２項を参照。

（２）施設運営経費に係る経費は、以下のとおり町から指定管理者に支払うこととする。

指定管理料は小鹿野町の会計年度を基準とする。各年度毎に定められた指定管理

料を指定管理者が一括で請求し、町は請求書を受け取った日から可能な限り早い日

に支払うこととする。請求時期については、町と指定管理者の協議のうえこれを定

めるものとする。

ただし、提示した指定管理料等は、予算の議決を経て確定するため、必ずしも提

示額が保証されるものではない。

（３）施設の改築、修繕等の実施及び費用負担については、資料２「施設の改築、修繕

等の実施及び費用負担区分」を参照すること。

７ 応募資格

地方自治法第２４４条の２の規定から、法人その他の団体（以下「法人等」という。）

であること。

（１）次のいずれかに該当する法人等は申請者となることはできない。

（ア）代表者が法律行為を行う能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者である

法人等

（イ）指定管理者の取消しを受け、その取消しの日から５年を経過していない法人等

（ウ）地方自治法施行令第１６７条の４の規定により、小鹿野町から一般競争入札等

の参加を制限されている法人等

（エ）会社更生法に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再生法に基づく再生手続

開始の申立てがなされている法人等

（オ）小鹿野町から指名停止措置を受けている法人等

（カ）小鹿野町税、消費税及び地方消費税を滞納している法人等

（キ）労働法令を遵守せず、雇用・労働条件への適切な配慮をしていない法人等

（ク）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定

年 度 指定管理料 消費税 合計

令和９年 １３，１８１，８１８ １，３１８，１８２ １４，５００，０００

令和 10 年 １２，７２７，２７３ １，２７２，７２７ １４，０００，０００

令和 11 年 １２，２７２，７２７ １，２２７，２７３ １３，５００，０００

合 計 ３８，１８１，８１８ ３，８１８，１８２ ４２，０００，０００
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する暴力団をいう。）、その構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）が暴

力団の構成員でなくなった日から起算して５年を経過しない者の統制下にある法

人等及びその代表者等（法人にあってはその役員及び経営に事実上参加している

者を、その団体にあってはその代表者及び運営に事実上参加している者をいう。）

が暴力団の構成員等である法人等

（２）複数の法人等でグループを構成して申請する場合は、代表する法人等を選出し、

町との協議は代表する法人等が行うこと。

なお、当該グループの構成員は、他のグループの構成員となり、又は単独で申請

を行うことはできない。

また、構成員のいずれかが上記（１）のいずれかに該当する場合は、指定を受け

られない。

（３）地方自治法の請負に係る兼業禁止規定の趣旨を踏まえ、施設の諸事情等により特

に必要があると認める場合を除き、町議会の議員、町長、副町長等が経営する法人

等は応募資格がないものとする。

８ 提出書類

（１）指定管理者指定申請書（別記様式１）

（２）当該施設の事業計画書（３年間）（任意様式）

（３）当該施設の事業計画書に係る収支見積書（３年間）（任意様式）

（４）当該施設の運営計画書（３年間）（任意様式）

（５）申請団体の定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書（申請日前３ヶ月以内に取

得したもの）又はこれに準ずる書類

（６）当該団体の経営状況を説明する書類

（７）役員の名簿及び履歴を記載した書類

（８）申請団体の印鑑証明書

（９）申請団体の法人町民税、固定資産税、軽自動車税の納税証明書（最近１ヶ年）

（10）誓約書（７応募資格（１）の（ア）から（ク）に該当しないことの誓約書）（別記

様式２）

（11）その他必要書類

９ 申請書受付期間

令和８年９月１８日（金）～令和８年１０月１６日（金）午後５時（必着）（郵送可）

10 提出先

小鹿野町役場 商工観光課

〒３６８－０１９２ 小鹿野町小鹿野８９番地

11 提出部数

正副各１部

12 選考方法
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（１）指定管理候補者の選考方法

指定管理者選考委員会は、選考基準に基づき、書面審査及びヒアリング等を実施

し、指定管理候補者を選考し、町長が決定する。 なお、審査の結果、該当者なしと

する場合がある。

（２）選考基準（資料３）

ア 経営理念

（ア）経営意欲

（イ）平等性

（ウ）安全性

（エ）信頼性

（オ）独創性

イ 経営能力

（ア）資金力

（イ）企画力

（ウ）実行力

ウ 経営戦略

（ア）誘客対策

（イ）接客対策

（ウ）顧客サービス対策

（エ）経費削減対策

（オ）雇用対策

（３）審査結果

審査結果については、応募者全員に文書で通知する。なお、審査結果については、

必要に応じて公表する。

（４）協定書締結の事前協議

指定管理候補者の選定後、速やかに協定書締結の事前協議を開始する。

（５）無効又は失格

以下の事項に該当する場合は、無効又は失格となることがある。

ア 申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき。

イ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないとき。

ウ 申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されているとき。

エ 虚偽の内容が記載されているとき。

オ その他、指定管理者選考委員会で協議の結果、審査を行うに当たって不適当と

認められるとき。

13 問合せ先

〒３６８－０１９２ 小鹿野町小鹿野８９番地

小鹿野町役場 商工観光課

ＴＥＬ ０４９４－７５－５０６０ ＦＡＸ ０４９４－７５－２８１９
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資料 1

指定管理業務に関する仕様書

指定管理者が行う小鹿野町クライミングパーク神怡舘指定管理業務については、下記

のとおりとする。

なお、業務の遂行にあたっては、関係法令、条例、規則及び協定書に定めたことを遵

守し実施するほか、指定管理候補者が公募の際に提出し、審査を受けた事業計画書の内

容を活かした業務を行うこと。

また、指定管理業務の対象となる建物、工作物等については、小鹿野町クライミング

パーク神怡舘及びその付属物とする。

１ 小鹿野町クライミングパーク神怡舘の維持及び管理に関する業務

施設の維持管理及び利用を促進すること。定期的に壁の課題（ルート）リニューア

ルを行うこと。

２ 次に掲げる事業の計画及び実施に関する業務

（１）クライミング競技の普及を図ること。

（２）山岳観光情報及び地域情報の発信に務めること。

（３）町民及び来訪者の交流・利用の促進に務めること。

（４）地域の学校行事や部活動等における利用促進に関すること。

（５）定期的な集客イベントを開催すること。

（６）現職員の雇用の維持に務めること。

（７）上記に掲げるもののほか、神怡舘運営に関し必要な事業を実施すること。

３ 神怡舘の利用許可等に関すること。

小鹿野町クライミングパーク神怡舘の利用許可等に関すること。

４ 利用料金の収受に関すること。

小鹿野町クライミングパーク神怡舘の利用者より利用料金を徴収すること。

５ その他町長が特に必要と認めること。

その他指定管理業務として行うべき業務については、協議の上、その都度決めてい

くこととする。
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資料２

施設の改築、修繕等の実施及び費用負担区分

区

分
項 目 内 容

実施区分 実施区分の考え方

町 指

建

物

改築又は大規模修繕、

資本的支出、見積額 50

万円以上の修繕

躯体、基礎、

軸組、小屋組

等の取替
○

建築基準法施行令第 1条に規定する「構

造耐力上主要な部分」については、所有

者である町が管理すべきものであるた

め、必要に応じて町が行う。

見積額 50 万円未満の小

規模修繕
○

本来の効用持続年数を維持するための業

務として指定管理者が実施する。

構

築

物

新設等

－

基本的に構築物での新設等は考えていな

いが、必要に応じて町、指定管理者で協

議する。

資本的支出及び見積額

50 万円以上の修繕
○

見積額 50 万円未満の修

繕
○

本来の効用持続年数を維持するための業

務として指定管理者が実施する。

機

械

装

置

新設等

－

基本的に機械装置単独での新設等は考え

ていないが、必要に応じて町、指定管理

者で協議する。

資本的支出及び見積額

50 万円以上の修繕
○

見積額 50 万円未満の修

繕
○

本来の効用持続年数を維持するための業

務として指定管理者が実施する。

工

具

器

具

備

品

購入
○

施設の管理運営上必要なものの購入であ

るため、指定管理者が実施する。

資本的支出となる修繕 ○

上記以外の修繕

○

本来の効用持続年数を維持するための業

務として指定管理者が実施する。

上記以外の建物、構築物、機械

装置、工具器具備品の改築、改

造等

いわゆる「模

様替え」等 ○

サービス向上や効率的な運営のため、改

築等した部分についての権利を将来にわ

たって主張しないことが条件

基本的な考え方

※１ 原則として、本来の効用持続年数を維持するために必要な限度の維持補修（小規模：見積額 50

万円未満のもの等）は、施設の管理に付随するものであるため、指定管理者が実施しそれ以外は町

が実施する。ただし、緊急を要する場合など、特別な理由がある場合は、町、指定管理者協議のう

え決定する。

※２ 指定管理者は、建物の改築又は修繕、構築物の新設等又は修繕、機械装置の新設等又は修繕及び

備品の購入にあたっては、原則としてあらかじめ町と協議し、承認を受けなければならない。
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資料３

指 定 管 理 者 選 考 基 準

小鹿野町公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例に指定管理

者の選考基準が制定されています。

（指定管理者の指定）

第３条 町長は、前条の規定による申請があったときは、次の各号のいずれにも

該当するもののうちから指定管理者の候補者を選定し、議会の議決を経て指定

管理者として指定しなければならない。

（１）その事業計画による公の施設の運営が、利用対象者の平等利用を確保する

ことができるものであること。

（２）その事業計画書の内容が、当該事業計画書に係る公の施設の効用を最大限

に発揮させるとともに、その管理に係る経費の縮減が図られるものであるこ

と。

（３）その事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有す

るものであること。

２ 町長は、指定管理者の指定を行ったときは、その旨を告示しなければならな

い。

選考基準として考えられる項目（参考）

☆ 地域の実情に精通していること

☆ 経営理念、経営意欲、平等性、独創性、効率性、安定性、等

☆ 経営能力、資金力、企画力、実行力、等

☆ 経営戦略、誘客対策、接客対策、顧客サービス対策、経費削減対策、雇用

対策等
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様式１

指定管理者指定申請書

令和 年 月 日

小鹿野町長 様

申請者 住所又は所在地

称号又は名称

代表者の職氏名 印

電 話 番 号

小鹿野町公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例第２条の規

定により、次の施設の指定管理者の指定を受けたいので関係書類を添えて申請し

ます。

公の施設の名称
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様式２

誓 約 書

令和 年 月 日

小鹿野町長 様

申請者 住所又は所在地

称号又は名称

代表者の職氏名 印

電 話 番 号

このたび小鹿野町クライミングパーク神怡舘指定管理者の申請にあたり、下記

のいずれにも該当しない者であることを誓約いたします。

記

１ 代表者が法律行為を行う能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者で

ある法人等

２ 指定管理者の取消しを受け、その取消しの日から５年を経過していない法人

等

３ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定により、小鹿野町から一般競争入札

等の参加を制限されている法人等

４ 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再生法に基づく再生手

続開始の申立てがなされている法人等

５ 小鹿野町から指名停止措置を受けている法人等

６ 小鹿野町税、消費税及び地方消費税を滞納している法人等

７ 労働法令を遵守せず、雇用・労働条件への適切な配慮をしていない法人等

８ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規

定する暴力団をいう。）、その構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）

が暴力団の構成員でなくなった日から起算して５年を経過しない者の統制下

にある法人等及びその代表者等（法人にあってはその役員及び経営に事実上参

加している者を、その団体にあってはその代表者及び運営に事実上参加してい

る者をいう。）が暴力団の構成員等である法人等


